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経団連 サイバーセキュリティ委員会

委員長： 遠藤 信博 日本電気会長

委員長： 金子 眞吾 凸版印刷会長

主査： 梶浦 敏範 日立製作所上席研究員

※旧「情報通信委員会 サイバーセキュリティに関する懇親会」の後継

サイバーセキュリティ委員会

サイバーセキュリティ強化WG

▼ 2019年5月30日に発足
▼ 約170社が加盟（2019年11月時点）



経団連サイバーセキュリティ委員会 近年の提言等

2015年・16年の二度にわたって
サイバーセキュリティ対策の強化を提言

2017年11月には企業行動憲章を改定
サイバー攻撃対策を社会的責任として行うと明言

Society 5.0実現に向け、2017年12月に
改めてサイバーセキュリティ対策の強化を提言

2

経営層の覚悟表明と理解促進に向けたアクションプラン
として「経団連サイバーセキュリティ経営宣言」を策定



二つの視点

価値創造 危機管理

“Society 5.0”時代にサイバー
空間で価値を創出する際の前提

サイバー攻撃対策を怠れば事
業継続が困難となり、関係
者・市民に大きな影響を与え
る可能性

サイバーセキュリティが
競争力になる時代

グローバル市場での
ビジネス環境確保

自然災害と同様に
避けられないものと認識

事業継続の観点が重要
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サイバーセキュリティ対策の全体像

意識改革

自助 共助 公助 国際
連携

＋

企業体制政府体制

人材育成 情報共有

技術対策投資促進

資源循環の
エコシステム

取り組む姿勢

意識改革とリソースの確保

基盤となる体制整備

法制度・規範



▼ 2020年の東京オリンピックまでを重点
取組み期間として、サイバーセキュリ
ティ経営を宣言。

▼ 経済界が一丸となり、全員参加で対策を
推進することを明記。

▼ 「Society 5.0」での価値創造に向けた
前向きな投資としてサイバーセキュリ
ティ対策に取り組む重要性を指摘。

▼ サプライチェーンの対策や積極的な情報
共有、国際連携などを通じて、社会全体
のサイバーセキュリティ強化に貢献する
点を強調。

経団連サイバーセキュリティ宣言のポイント

５



サイバーセキュリティ委員会での検討事項 ①成熟度の可視化
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サイバーセキュリティは経営課題である

自社対策は
十分か？

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
上の他社の
対策は？

セキュリ
ティ人材
の採用

株式市場へ
のアピール

サイバーセキュリティ

成熟度の可視化
成熟度の開示

セキュリティ対策の可視化
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人材の可視化

・企業は、適材適所へ人材配置・採用が可能に
・個人は、キャリアパス開発に利用
・人材の質×量から企業のセキュリティ耐力を推量

人材定義を使用したサイバーセキュリティ人材の可視化

CRIC-CSF「IT人材/OT人材の定義」、ISEPA「JTAG」等

セキュリティ人材の不足

そもそも、どこにどれだけの人材が不足しているか明らかになっていない

サイバーセキュリティ委員会での検討事項 ②人材の可視化
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日本サイバーセキュリティ・イノベーション委員会

日本 グローバル

ICT業界

エネルギー
業界

一般消費者

専門家

中小企業

重要インフラ
事業者

学術系 政府

製造業界

金融業界

事務所所在地
〒107-0062 東京都港区南青山2-
2-8DFビル 6F

設立年月日 2017年11月

代表理事

梶浦 敏範
(株式会社日立製作所上席研究員
(ICT政策)；日本経済団体連合会
サイバーセキュリティに関する懇
談会座長）

会員企業 26社＋オブザーバー3団体

URL https://www.j-cic.com/

日本唯一の専門シンクタンク
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経営者からの見える化

当社のスコア
76/135点
（偏差値 42.7）

同業種に望まれ
る水準値

107/135点

同業種の平均 84/135点

ベンチマークで自社の位置を確認
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人材の見える化

事業部門
（営業、製造、開発等）

管理部門
（総務、法務等）

IT部門
（含アウトソーサ）

部門長
管理者

0.2
万人

約15万人

1.8
万人

約2
万人

経営TOP

CISO CIO

約19万人不足と
言われたけれど
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人材育成・活用のための検討

産業界

教育機関評価機関

行政
① 勉強会を立ち上げ、人材に求められる要件を示す。

③’ 企業における人材キャリアパスを示す。

④ 評価機関の立ち上げを、資金面含め支援する。

⑤ 教育機関に必要な資源（講師・実験の場等）を提供
する仕組みを導入する。

⑤‘ 教育機関からのインターンを受け入れる。

② 情報セキュリティ全般に関わる研究会を立ち上げ、
要件を満たすためのカリキュラム等を検討する。

⑥ カリキュラムを大学間共有する仕組みを導入し、
教育課程を実施する。

③ 評価機関（例：ＮＰＯ）を立ち上げ、人材の見える化
制度を検討する。例えばスキルをある数値（ポイント）
で示す。（現行制度の整理を含め）

⑦ 人材評価・登録制度を整備し、人材情報を提供する。

③’ 行政における人材キャリアパスを示す。

④ 評価機関の立ち上げを（公式・非公式に）支援する。

⑤‘ 教育機関からのインターンを受け入れる。

⑧ 企業・団体の規模や特性に応じて、雇用する人材の
質×量（例：ポイント数）の推奨値を示す。

推進コア
機関


